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1．はじめに
• 2024年日本のマクロ経済と不動産市況は、国内外の状況によって不透明感

が続いている。

 国内では、日本銀行の金融正常化など、グローバルでは、ウクライナ戦争
やパレスチナ・イスラエル戦争による世界的な景気後退の可能性

• 日本の戸建住宅は、全体住宅の53％を占めており、日本の戸建住宅の価格
形成要因は、住宅市況を把握するために、重要な意味を有する。

図1 国土交通省「不動産価格指数（戸建住宅）」「東京圏・全国」の推移 図2 総務省の「令和５年住宅・土地統計調査：全国・住宅の建て方別の住宅数」
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• 目的：本研究は東京23区の戸建住宅の価格形成要因を統計的手法で分
析して、東京23区の戸建住宅価格の特徴を明確にする。

 先行研究：ヘドニックアプローチモデルの不動産価格分析に焦点を当
てる。

• Herath, S.K.& Maier, G. (2010)：不動産価格の要因分析においてヘ
ドニックアプローチモデルの研究が充実していることを強調

• 唐渡（2016）：ヘドニックアプローチモデルによる不動産価格指数の
推定は経済理論と指数理論の背景に基づくと強調

• 得田（2009）：滋賀県の住宅地地価に対してヘドニックモデルを用い
て、当該住宅地価格の価格形成要因を分析

1．はじめに：研究目的・先行研究
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 先行研究：ヘドニックアプローチモデルの不動産価格分析に焦点を当
てる。

• 奈良（2006）：東京都区部の公示地価データに基づいて、ヘドニック
アプローチモデルを用いて立地条件や環境条件が当該地価形成に与え
る影響を分析

 つまり、ヘドニックアプローチモデルは不動産物件の属性（例：面積、
最寄り駅までの徒歩距離など）が不動産価格に与える影響を定量化し
て分析できる

不動産価格形成要因の分析に最も有効な分析ツール

• また、東京都区部の戸建住宅を対象に価格形成要因を分析した研究は
少ない。

 本研究は東京都区部の戸建住宅の価格形成要因をヘドニックアプロー
チモデルで分析することで有意義

1．はじめに：研究目的・先行研究
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 分析対象データ：

 業プロ株式会社の「新築戸建住宅」の成約価格（以下、取引価格と略
す）と属性データに基づく

 対象地域：東京23区

 分析対象期間：2020年1月～2023年9月（各物件の築年月は2024年）

 対象データ：新築戸建住宅の成約価格、部屋数、道路幅員、土地面積、
建物面積、最寄り駅までの徒歩距離（分）、階数、容積率、建蔽率、
広告公開日数（初回公開日－成約日）（※）

2．分析方法とデータ

表1 東京都23区戸建住宅の取引価格と属性データに基づく基本統計量（取引期間：
2020年1月～2023年9月）

（※）初回公開時の
価格と実際取引価格
の差を示す割引金額
を変数として作成
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 分析モデル：ヘドニックアプローチモデル

 不動産価格と当該価格に影響を与える属性との相関性を仮定して、不
動産価格と定量化された属性データからパラメータを推計

𝑃𝑃𝑖𝑖 = 𝛼𝛼 + ∑𝑚𝑚=1
𝑀𝑀 𝛽𝛽𝑚𝑚𝑋𝑋𝑖𝑖𝑚𝑚 + 𝜖𝜖𝑖𝑖 （1）

 ただし、（1）式のPiはi時点の戸建住宅の価格、Ximはi時点における各
戸建住宅価格に影響を与える各要因の説明変数m（例：最寄り駅までの
徒歩距離、敷地面積、延べ床面積など）、βmは各説明変数要因のパラ
メータ（係数）

 取引価格単価（円/㎡）（以下、取引価格（単価））に対して、属性
データとして近・新・大の内、新築戸建住宅であるため、建築経過年
数のデータがない。

2．分析方法とデータ
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• 相関係数からは、ほとんどの変数が取引価格（単価）を被説明変数とするヘ
ドニックアプローチモデルの説明変数として使用可能と判断

 ただし、建蔽率、容積率は相関係数が0.7以上で高い、多重共線性発生可能

 その他の変数は、相関係数が0.5以下を示しており、同時に説明変数として
使用可能と判断

 一方、部屋数、道路幅員、土地面積、建物面積は、取引価格（単価）に対し
て負の相関関係を示しているが、高い相関係数を示していないため、取引価
格（単価）を被説明変数とするヘドニックアプローチモデルに説明変数とし
て含む。

3．分析結果：相関関係

表2 東京都区部戸建住宅データの相関関係（取引期間：2020年1月～2023年9月）
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• 本研究は、戸建住宅が密集している低層住宅地を対象に、戸建住宅データ
に基づく分析を実施

3．分析結果：相関関係

表3 各区の戸建住宅データ数（異常値処理後）

図3 東京23区における戸建住宅の分析対象地域
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• 表4の東京23区戸建住宅の価
格形成要因分析モデルの推定
結果は説明力が高く、各変数
は統計的に有意

修正済決定係数は0.86、各変
数は統計的に有意（t値高い、
P値1％水準で有意）

各変数はダミー変数を除いて、
対数を取っており、各説明変
数の1％変化が取引価格（単
価）の％変化として解釈でき
る。

表4 東京23区戸建住宅の価格形成要因分析モデルの推定結果

3．分析結果：ヘドニックアプローチモデルの推定結果
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• 土地面積1％↑→戸建住宅の取引価格（単価）0.87％↓
 土地面積が大きい土地ほど割引され、土地面積が大きければ、単位価格は

安くなる。
表4 東京23区戸建住宅の価格形成要因分析モデルの推定結果

3．分析結果：ヘドニックアプローチモデルの推定結果

• 建物面積 1％↑→取引価格
0.55％↑

 東京圏は、土地価格が高く、
建物面積が大きい物件が希少
で、高くなる。

• 最寄り駅までの徒歩距離1％
↑→取引価格0.08％↓

 駅から遠くなれば、利便性が
低下して取引価格低下。ただ
し、最寄り駅までの徒歩距離
の1％増加に対する取引価格
の低下分は軽微（0.08％）
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• 階数1％増加→取引価格0.11％低下（戸建住宅は階数が増えると一定の建
築面積で延べ床面積が増える（単位価格が割引される）。

• 容積率1％増加→取引価格0.03％低下（容積率の増加は単位価格の割引に
つながる）又は、戸建住宅であり、低い容積率が良い日照条件の影響

• 部屋数1％増加→取引価格0.008％上昇

• 東京23区所在に対して各区ダミー設定（統計的有意）

• 地目宅地は他の地目（森林、田、畑など）と比べて取引価格0.017％高い

• 道路幅員1％増加→取引価格0.002％増加

• 接道種類二方路は他の一方路などと比べて取引価格0.02％高い。

• 接道方向は南西方向が他の方向と比べて取引価格0.01％高い。

• 広告の公開日数1日増加→取引価格減少（－0.00015）

• 取引時点ダミーは2021年から2023年において取引価格が徐々に増加（築年
月の2024年に近づけば、取引価格が高くなる）

3．分析結果：ヘドニックアプローチモデルの推定結果
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• 東京23区戸建住宅は、所在する区によって、取引価格の多くが決まると
推測される。

 東京23区戸建住宅の価格形成要因分析モデルは東京23区の区ダミーの係
数が0.17～0.69で、統計的に有意

 取引価格（単価）に正の影響：建物面積、部屋数、23区の所在地（区ダ
ミー）、地目の宅地（宅地ダミー）、道路幅員、接道種類、接道方向、
取引時点

 取引価格（単価）に負の影響：土地面積、最寄り駅までの徒歩距離、階
数、容積率、広告公開日数

3．分析結果：ヘドニックアプローチモデルの推定結果
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• 本研究では、東京23区の新築戸建住宅の取引価格データに基づいて、
東京23区の戸建住宅の価格形成要因を分析

• 東京23区の戸建住宅の取引価格（単価）に対して正の影響：建物面積、
部屋数、23区の所在地（区ダミー）、地目の宅地（宅地ダミー）、道
路幅員、接道種類、接道方向、取引時点

• 東京23区の戸建住宅の取引価格（単価）に対して負の影響：土地面積、
最寄り駅までの徒歩距離、階数、容積率、公開日数

• 東京23区の戸建住宅は、東京23区の立地によって取引価格の多くが決
まると考えられる。

 今後は、東京23区の戸建住宅の価格形成要因分析モデルを用いて、予
測モデルとして拡張させることを目指す。

4．結論
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ご聴取ありがとうございます。
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